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【巻末参考資料】 
 

 

 

 

 

 

(1) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止 

対策の推進に関する法律施行細則 
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土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行細則 

平成十六年十月十二日 規則第八十一号 

改正 平成二十年八月二十九日 規則第七十八号 

改正 平成二十七年三月三十一日 規則第三十八号 

（身分証明書の様式） 

第一条 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成十二年

法律第五十七号。以下「法」という。）第五条第五項（法第二十二条第二項及び法

第三十条第二項において準用する場合を含む。）に規定する身分を示す証明書の様

式は、様式第一号のとおりとする。 

（住所等の変更の届出） 

第二条 法第十条第一項の許可を受けた者（以下「許可行為者」という。）は、その住所

又は氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称又は代表者の氏名）に変

更があったときは、速やかに、様式第二号の住所等変更届出書にその事実を証する

書類を添えて、当該変更に係る開発区域を管轄する県土整備事務所の長（以下「所

長」という。）に提出しなければならない。 

（標識の設置） 

第三条 許可行為者は、対策工事等を行う期間中、様式第三号の特定開発行為許可標識を、

対策工事等を行う区域の見やすい場所に設置しなければならない。 

（変更の許可の申請書の様式） 

第四条 法第十七条第二項の申請書の様式は、様式第四号のとおりとする。 

（軽微な変更等の届出） 

第五条 法第十七条第三項の規定による届出は、様式第五号の軽微変更等届出書により行

うものとする。 

（着手の届出） 

第六条 許可行為者が当該許可に係る対策工事等に着手したときは、様式第六号の着手届

出書を所長に提出しなければならない。 

（許可に基づく地位の承継） 

第七条 許可行為者について相続、合併又は分割（当該許可に係る特定開発行為の全部を

承継させるものに限る。）があったときは、相続人、合併後存続する法人若しくは

合併により設立した法人又は分割により当該特定開発行為の全部を承継した法人は、

当該許可行為者の地位を承継する。 

２   前項の規定により許可行為者の地位を承継した者は、遅滞なく、様式第七号の地

位承継届出書にその事実を証する書類を添えて、所長に提出しなければならない。 

（書類の提出部数） 

第八条 法、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行規則

（平成十三年国土交通省令第七十一号）及びこの規則の規定により所長に提出する

書類の部数は、正本一通及び副本一通とする。 

 附 則 

  この規則は、公布の日から施行する。 

 附 則（平成二十年八月二十九日規則第七十八号） 
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  この規則は、公布の日から施行する。（後略） 

 附 則（平成二十七年三月三十一日規則第三十八号） 

  この規則は、公布の日から施行する。 
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(2)手続き様式集 
 

 

※別記様式：法律に記載された様式 

様  式：本県で定めた様式 
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別記様式第二(第八条関係) 

 

特 定 開 発 行 為 許 可 申 請 書 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第

10条の規定により、特定開発行為の許可を申請します。 

 年  月  日 

            殿 

許可申請者   住所 

氏名             印 

※ 手数料欄 

 

特 

定 

開 

発 

行 

為 

の 

概 

要 

1 開発区域に含まれる地域の名称  

2 開 発 区 域 の 面 積          平方メートル 

3 特 定 予 定 建 築 物 の 用 途  

4 特 定 予 定 建 築 物 の 敷 地 の 位 置  

5 対 策 工 事 の 概 要  

6 対策工事以外の特定開発行為に関する工事の概要  

7 対 策 工 事 等 着 手 予 定 年 月 日 年    月    日 

8 対 策 工 事 等 完 了 予 定 年 月 日 年    月    日 

9 そ の 他 必 要 な 事 項  

※ 受 付 番 号      年   月   日    第     号 

※ 許可に付した条件  

※ 許 可 番 号      年   月   日    第     号 

備考 1 許可申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載す

ること。 

2 許可申請者の氏名(法人にあってはその代表者の氏名)の記載を自署で行う場合においては、押

印を省略することができる。 

3 ※印のある欄は記載しないこと。 

4 「その他必要な事項」の欄には、特定開発行為を行うことについて、他法令による許可、許可

等を要する場合には、その手続の状況を記載すること。 
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別記様式第三(第十一条関係) 

 

届  出  書 

 

                              年  月  日 

 

            殿 

届出者  住所 

氏名        印 

 

 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第14条 1項の規定により、下

記の工事について届け出ます。 

 

記 

 

1 開発区域に含まれる地域の名称  

2 開発区域の面積               平方メートル 

3 特定予定建築物の用途  

4 特定予定建築物の敷地の位置  

5 対策工事の概要  

6 対策工事以外の特定開発行為に関す

る工事の概要 
 

7 対策工事等の着手年月日 年  月  日 

8 対策工事等の完了予定年月日 年  月  日 

9 対策工事等の進捗状況  

備考  許可申請者又は対策工事等施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び

代表者の氏名を記載すること。 
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別記様式第四(第十四条関係) 

 

対 策 工 事 等 完 了 届 出 書 

 

                              年  月  日 

 

          殿 

 

届出者 住所 

    氏名          印 

 

 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第18条第1項の規定により、

特定開発行為の許可に関する対策工事等(許可番号 年 月 日 第  号)が下記のとおり完了し

ましたので届け出ます。 

 

記 

 

1 対策工事等の完了年月日       年  月  日 

 

2 対策工事等を完了した開発区域 

に含まれる地域の名称 

 

※受 付 番 号            年  月  日  第    号 

※検 査 年 月 日            年   月   日 

※検 査 結 果          合        否 

※検 査 済 証 番 号             年  月  日  第    号 

※工事完了公告年月日   年   月   日 

 

備考 1 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載するこ

と。 

2 届出者の氏名(法人にあってはその代表者の氏名)の記載を自署で行う場合においては、押印を

省略することができる。 

3 ※印のある欄は記載しないこと。 
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別記様式第五(第十五条関係) 

 

特定開発行為に関する対策工事等の検査済証 

 

                              第     号 

                              年  月  日 

 

 

                    埼玉県知事        印 

 

 

 下記の特定開発行為に関する対策工事等は、  年  月  日検査の結果土砂災害警戒区域等

における土砂災害防止対策の推進に関する法律第10条第1項の規定による特定開発行為の許可の内

容に適合していることを証明します。 

 

記 

 

 

1 許可番号   年  月  日  第   号 

 

2 開発区域又は工区に含まれ 

る地域の名称 

 

3 許可を受けた者の 

住所及び氏名 
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別記様式第六(第十七条関係) 

 

 

特定開発行為に関する対策工事等の廃止の届出書 

 

                            年  月  日 

 

 

 

           殿 

 

                    届出者住所氏名          印 

 

 

 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第 20条の規定により、

特定開発行為に関する対策工事等(許可番号  年  月  日   第   号) を下記

のとおり廃止しましたので届け出ます。 

 

記 

 

1 特定開発行為に関する対策工事等 

を廃止した年月日                    年  月  日 

 

2 特定開発行為に関する対策工事等 

の廃止に係る開発区域に含まれる 

地域の名称 

 

3 特定開発行為に関する対策工事等の廃止 

に係る開発区域の面積 

 

備考 1 申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載するこ

と。 

2 届出者の氏名(法人にあってはその代表者の氏名)の記載を自署で行う場合においては、押印を

省略することができる。 
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様式第１号（第１条関係） 
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様式第２号（第２条関係） 

 

住所等変更届出書 

 

                                                   年   月   日 

 

  埼玉県    県土整備事務所長 

 

                                       

住  所 

氏  名                印 

                                   法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称 
                  及び代表者の氏名 
                                    電話番号 

 

 次のとおり住所等の変更があったので、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の

推進に関する法律施行規則第２条の規定により関係書類を添えて届け出ます。 

許可年月日及び許可番号           年  月  日    第   号 

変更事項 

変更前 

 

変更後 

 

変更年月日 年  月  日 

添付書類名 

 

 
  備考 届出者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、

押印を省略することができる。 
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様式第３号（第３条関係） 

 

特定開発行為許可標識 

特定開発行為者の住所、氏名（

法人にあっては、主たる事務所

の所在地、名称及び代表者の氏

名）及び電話番号 

 

 

許可年月日及び許可番号    年  月  日     第   号 

開発区域の面積  

特定予定建築物の用途  

対策工事の概要  

対策工事以外の特定開発行為に

関する工事の概要 
 

対策工事等の期間    年  月  日から   年  月  日まで 

 備考 材料は木板又は金属板とし、大きさは縦５０センチメートル以上、横６０セン 

   チメートル以上とする。 

 



巻末-13 

様式第４号（第４条関係） 

 

特定開発行為変更許可申請書 

 

                                                   年   月   日 

 

  埼玉県    県土整備事務所長 

 

             

                  住  所  

                  氏  名                印 

                                   法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称 

                  及び代表者の氏名 

                                    電話番号 

 

 次のとおり特定開発行為に係る許可事項について変更許可を受けたいので、土砂災害警戒

区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第17条第１項の規定により申請します。 

許可年月日及び許可番号         年  月  日    第   号 

特 

定 

開 

発 

行 

為 

の 

変 

更 

の 

概 

要 

許可事項 変更前 変更後 

特定予定建築物の用途 

  

特定予定建築物の敷地の位置 

  

対策工事の概要 

  

対策工事以外の特定開発行為 

に関する工事の概要 

  

変更の理由 

 

  備考 申請者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、

押印を省略することができる。 
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様式第５号（第５条関係） 

 

 

軽微変更等届出書 

 

                                                   年   月   日 

 

  埼玉県    県土整備事務所長 

 

住  所 

氏  名                印 

                                   法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称 

                  及び代表者の氏名 

                                    電話番号 

 

 次のとおり特定開発行為に係る許可事項について変更をしたので、土砂災害警戒区域等に

おける土砂災害防止対策の推進に関する法律第17条第３項の規定により届け出ます。 

許可年月日及び許可番号           年  月  日    第   号 

特 

定 

開 

発 

行 

為 

の 

変 

更 

の 

概 

要 

許可事項 変更前 変更後 

予定建築物の用途 

  

対策工事等着手予定 

年月日 

  

対策工事等完了予定 

年月日 

  

変更の理由 

 

  備考 届出者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、

押印を省略することができる。 
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様式第６号（第６条関係） 

 

 

着手届出書 

 

                                                   年   月   日 

 

 

  埼玉県    県土整備事務所長 

 

             

                  住  所  

                  氏  名                印 

                                   法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称 

                  及び代表者の氏名 

                                    電話番号 

 

 次のとおり特定開発行為に着手したので、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策

の推進に関する法律施行細則第６条の規定により届け出ます。 

許可年月日及び許可番号        年   月   日    第      号 

着手年月日        年   月   日 

 備考 届出者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、

押印を省略することができる。 
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様式第７号（第７条関係） 

 

 

地位承継届出書 

 

                                                   年   月   日 

 

 

  埼玉県    県土整備事務所長 

 

             

                   住  所                             

                  氏  名                印 

                                   法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称 

                  及び代表者の氏名 

                                    電話番号 

 

 次のとおり特定開発行為について、許可を受けた者の地位を承継したので、土砂災害警戒

区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律施行細則第７条第２項の規定 により、

関係書類を添えて届け出ます。 

許可年月日及び許可番号         年   月   日   第     号 

被承継人の住所、氏名（法人にあ

っては、主たる事務所の所在地、

名称及び代表者の氏名）及び電話

番号    

 

承継年月日         年   月   日 

承継の理由 

 

添付書類名 

 

  備考 届出者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、

押印を省略することができる。 
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様式 特定開発行為許可通知書 

 

特 定 開 発 行 為 許 可 通 知 書              

指令 第     号 

年  月  日 

       様 

埼玉県知事        □印 

     年  月  日付けで申請のあつた特定開発行為については、土砂災害

警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第 13 条の規定により、下

記の条件等を付して許可します。 

記 

１ 条 件 
 
 
 

 

申  請  の  概  要 

申 請 者 
住 所  

氏 名  

開発区域に含まれる地域の名
称   

開 発 区 域 の 面 積 
全区域面積 

㎡ 
工区別面積 

特 定 予 定 建 築 物 の 用 途   

特定予定建築物の敷地の位置   

対 策 工 事 の 概 要   

対策工事以外の特定開発行為
に 関 す る 工 事 の 概 要   

対策工事等着手予定年月日     年  月  日 

対策工事等完了予定年月日     年  月  日 

そ の 他 必 要 な 事 項  

教  示 

 備考 教示は、行政不服審査法又は行政事件訴訟法の規定による教示に関する規則（平成 17

年埼玉県規則第３号）別記第１の１の規定による文を記載して行うこと。 
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様式 特定開発行為不許可通知書 

 

特 定 開 発 行 為 不 許 可 通 知 書 

指令 第     号 

年  月  日 

       様 

埼玉県知事        □印 

     年  月  日付けで申請のあつた特定開発行為については、下記の理

由により許可しません。 

記 

理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

教  示 

 備考 教示は、行政不服審査法又は行政事件訴訟法の規定による教示に関する規則（平成 17

年埼玉県規則第３号）別記第１の１の規定による文を記載して行うこと。 
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行政不服審査法又は行政事件訴訟法の規定による教示に関する規則 

平成十七年三月一日 規則第三号 

別記 

 第１ 処分に係る教示 

  １ 処分に対する審査請求及び取消訴訟の提起のいずれもすることができる場合（行政不服審

査法第82条第１項並びに行政事件訴訟法第46条第１項第１号及び第２号関係） 

 

教示 

１ 審査請求について 

  この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か

月以内に、○○○○○に対して審査請求をすることができます。 

  ただし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この処分

の日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。 

２ 取消訴訟について 

  この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日（１の審査請求をした場合は、当

該審査請求に対する裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６か月以内に、埼玉県を被

告として提起しなければなりません。この場合、当該訴訟において埼玉県を代表する者は、埼玉県

知事です。 

  ただし、この処分があったことを知った日（１の審査請求をした場合は、当該審査請求に対する

裁決があったことを知った日）の翌日から起算して６か月以内であっても、この処分の日（１の審

査請求をした場合は、当該審査請求に対する裁決の日）の翌日から起算して１年を経過したときは、

処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。 
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様式 特定開発行為事前相談書 

 

特定開発行為事前相談書 

 

 

次の特定開発行為申請の事前相談を受けたく願い出ます。 

 

  年  月  日 

  埼玉県    県土整備事務所長殿 

願出者  住所 

氏名            □印 

                      法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称 

                    及び代表者の氏名 

                      電話番号 

 

特 

定 

開 

発 

行 

為 

の 
概 

要 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

２ 開発区域の面積          平方メートル 

３ 特定予定建築物の用途  

４ 特定予定建築物の敷地の位置  

５ 対策工事の概要  

６ 対策工事以外の特定開発行為に関 

する工事の概要 
 

７ 対策工事等着手予定年月日 年   月   日    

８ 対策工事等完了予定年月日 年   月   日    

９ その他必要な事項  

※ 受 付 番 号     年   月   日    第     号  

備考 １ 願出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載

すること。 

２ 願出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、

押印を省略することができる。 

３ 「その他必要な事項」の欄には、特定開発行為を行うことについて、他の法令による許

可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。 
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様式 事前相談時特定開発行為計画説明書 

 

事前相談時 特定開発行為計画説明書 

（１）特定開発行為の概要 

（２）特定予定建築物の種類と数量 

（３）急傾地の崩壊等のおそれのある土地の現況 

（４）開発区域（開発区域を工区に分けたときは、開発区域及び工区）内の土地の現況及び土地

利用計画 

（５）対策工事等の計画の方針 

（６）他法令の規制状況 

  ○都市計画区域（市街化調整区域、非線引き区域、準都市計画区域、外、市街化区域：用途          ） 

  ○宅地造成工事規制区域       ○災害危険区域（建築基準法） 

  ○砂防指定地       ○急傾斜地崩壊危険区域         ○地すべり防止区域 

  ○保安林   ○地域森林計画対象民有林   ○農地   ○農地転用許可を要する 4ha を超える開発行為 

○自然公園        ○県自然観保全地域及び緑地環境保全地域      ○鳥獣保護区 

○文化財保護上保全を必要とする区域      ○土地に関する権利の移転等の規制区域（国土利用計画法） 

  ○5ha 以上の開発行為        ○宅地造成、レクリエーション施設建設等で面積が 50ha 以上の場合 

  ○その他（                                ） 

（７）その他特に説明すべき事項 

（記載上の注意事項） 

1 「特定開発行為の概要」の欄には、事業名称と概要を具体的に記入して下さい。 

2 「特定予定建築物」の欄には、特定予定建築物の種類と数量を具体的に記入して下さい。 

（例）分譲用住宅５戸、分譲マンション（斜面地）、特別養護老人ホーム1棟（定員○○名） 

用途が決まっていない場合には、「用途未定」と記入して下さい。 

3 「急傾斜地の崩壊等のおそれのある土地の現況」の欄には、次の内容を記入して下さい。 

・急傾斜地の崩壊：特定開発行為の対象となる傾斜度30度以上の斜面の延長、高さ、傾斜度、

主な地目を記載して下さい。高さ、傾斜度については斜面の代表的な断面に

ついて記入して下さい。 

・土石流 ：特定開発行為の対象となる土石流の発生のおそれのある渓流の、流域面積、

流域の主な地目を記入して下さい。 

・地滑り ：特定開発の対象となる地滑りブロックの幅、長さ、主な地目を記入して下

さい。 

・災害危険区域 ：災害危険区域に指定されている理由と面積等の諸元 

4 「開発区域内の土地の現況及び土地利用計画」の欄には、開発区域内（開発区域を工区に分けた

ときは、開発区域及び工区）の現況と土地利用計画の地目と面積を記入して下さい。 

5 「対策工事等の計画の方針」の欄には、対策の対象とする自然現象、対策工種の選定の理由等に

ついて記入して下さい。 

6 「他法令の規制状況」の欄については、他法令の規制の有無について各法令の所管部署に確認の

上で上記表に該当のものを記入して下さい。  
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様式 法第 14 条第 2 項に基づく助言・勧告通知書 

 

助言・勧告通知書 

指令 第     号 

年  月  日 

       様 

埼玉県知事        □印 

     年  月  日付けで届出のあつた特定開発行為について、土砂災害警

戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第 14 条第 2 項の規定によ

り、特別警戒区域内の土砂災害を防止するために必要な事項を下記のとおり助言・

勧告します。 

記 

届  出  の  概  要 

届 出 者 
住 所  

氏 名  

開発区域に含まれる地域の名
称   

開 発 区 域 の 面 積 
全区域面積 

㎡ 
工区別面積 

特 定 予 定 建 築 物 の 用 途   

特定予定建築物の敷地の位置   

対 策 工 事 の 概 要   

対策工事以外の特定開発行為
に 関 す る 工 事 の 概 要   

対 策 工 事 等 着 手 年 月 日     年  月  日 

対策工事等完了予定年月日     年  月  日 

助 言 ・ 勧 告 事 項 

 

※助言・勧告は適用しない方の文字を削除して使用すること 
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様式 法第21条第3項に基づく標識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 大きさは縦36センチメートル、横26センチメートル 

   赤字に白抜き文字 

  
 

土
砂
災
害
警
戒
区
域
等
に
お
け
る
土
砂
災
害
防
止
対
策
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
二
年
五
月
八
日
法
律
第
五
十
七
号
） 

に
違
反
し
て
い
る
た
め 

   
 

工 
 
 

事 
 
 

停 
 
 

止 

    
 
 
 
 

年 
 

月 
 

日 
 
 
 
 

埼
玉
県
知
事 

  

水
道 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

水
道 

ガ
ス 

の
供
給
保
留
の
要
請
を 

ガ
ス 

事
業
者
に
通
知
す
る
予
定
で
す
。 

電
気 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

電
気 

   
 

注
意 

こ
れ
に
従
わ
な
い
場
合
は
、
法
三
十
八
条
第
三
号
の
規
定
に
よ
る
相
当
の
処
分
を
さ
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。 
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様式 法第23条に基づく報告・資料提出通知書 

 

報告・資料提出通知書 

指令 第     号 

年  月  日 

       様 

埼玉県知事        □印 

     年  月  日付けで許可（変更許可）のあった特定開発行為について、

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第 23 条の規定

により、許可に係る土地・対策工事等の状況について下記のとおり報告・資料の提

供を求めます。 

記 

許  可  の  概  要 

特 定 開 発 

行 為 者 

住 所  

氏 名  

許可年月日及び許可番号    年  月  日     第   号 

開 発 区 域 の 面 積 
全区域面積 

㎡ 
工区別面積 

特 定 予 定 建 築 物 の 用 途   

特定予定建築物の敷地の位置   

対 策 工 事 の 概 要   

対策工事以外の特定開発行為
に 関 す る 工 事 の 概 要   

対 策 工 事 等 着 手 年 月 日     年  月  日 

対策工事等完了予定年月日     年  月  日 

報 告 ・ 資 料 提 出 事 項 

 

※報告・資料提出は適用しない方の文字を削除して使用すること 
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様式 法第23条に基づく助言・勧告通知書 

 

助言・勧告通知書 

指令 第     号 

年  月  日 

       様 

埼玉県知事        □印 

     年  月  日付けで許可（変更許可）のあった特定開発行為について、

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第 23 条の規定

により、土砂災害を防止するために必要な事項を下記のとおり助言・勧告します。 

記 
 

許  可  の  概  要 

特 定 開 発 

行 為 者 

住 所  

氏 名  

許可年月日及び許可番号    年  月  日     第   号 

開 発 区 域 の 面 積 
全区域面積 

㎡ 
工区別面積 

特 定 予 定 建 築 物 の 用 途   

特定予定建築物の敷地の位置   

対 策 工 事 の 概 要   

対策工事以外の特定開発行為
に 関 す る 工 事 の 概 要   

対 策 工 事 等 着 手 年 月 日     年  月  日 

対策工事等完了予定年月日     年  月  日 

助 言 ・ 勧 告 事 項 

 

※助言・勧告は適用しない方の文字を削除して使用すること。 
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(3)審査チェックリスト 
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 ①手続き関係 

チェック項目 確認 掲載箇所 備考 様式

１　土砂災害防止法における特定開発行為の規制対象となるかの確認

1) 手続き編1,2

2) 手続き編3.3

3) 手続き編3.3

4) 手続き編3.2

２　新規許可申請時の確認

1) 以下の申請書が揃っているか

(1) 特定開発行為許可申請書 規則第8条第1項 別記様式第2

(2) 計画説明書 規則第8条第2項、第3項 ※参考資料

(3) 計画図

現況地形図　（縮尺1/2,500以上）

土地利用計画図　（縮尺1/1,000以上）

造成計画平面図　（縮尺1/1,000以上）

造成計画断面図　（縮尺1/1,000以上） 手続き編4.3 規則第8条第4項

対策工事等平面図　（縮尺1/1,000以上）

対策工事等断面図　（縮尺1/1,000以上）

対策施設構造図　（縮尺1/200以上）

(4) 構造計算書（対策施設を設置する場合） 手続き編4.3 規則第8条第5項

(5) 申請書の添付図書

開発区域位置図　（縮尺1/50,000以上） 規則第10条第2項

開発区域区域図　（縮尺1/2,500以上） 規則第10条第3項

警戒区域等解除にかかる資料 手続き編4.3

2) 当該対策工事等の計画が技術的基準に適合しているか 手続き編4.4 令第7条

3) 許可又は不許可の通知をしたか 手続き編4.8 法第16条 ※参考資料

３　変更許可申請時の確認

1) 以下の申請書が揃っているか

(1) 変更許可申請書 施行細則第4条、第5条 様式第4

(2) 変更届出書（軽微な変更をする場合） 施行細則第5条 様式第5

2) 当該対策工事等の計画が技術的基準に適合しているか 手続き編4.4 令第7条

3) 許可又は不許可の通知をしたか 手続き編4.8 法第16条

４　工事完了検査時の確認

1) 以下の申請書が揃っているか

(1) 工事等完了届出書 手続き編4.10 規則第14条 別記様式第4

(2) 工事完了確認調書 一覧表

(3) 対策工事記録 ※1

(4) 開発区域位置図 施行規則第10条第1・2項に準拠

(5) 造成完了平面図 施行規則第8条第4項に準拠

(6) 対策工事等完了平面図 施行規則第8条第4項に準拠

(7) 造成完了断面図 施行規則第8条第4項に準拠

(8) 対策施設構造図 施行規則第8条第4項に準拠

(9) 品質管理図表 ※1

(10) その他品質がわかるもの 各種試験結果など

2) 当該対策工事等が技術的基準に適合しているか 手続き編4.4 令第7条

3) 検査済証を交付したか 手続き編4.10 規則第15条 別記様式第5

4) 工事完了の公告をしたか 手続き編4.10 規則第16条

５　その他の確認

1) 既着手の場合の届出書 手続き編4.6 規則第11条 別記様式第3

2) 特定開発行為に関する対策工事等の廃止届出書 手続き編4.12 規則第17条 別記様式第6

3) 地位承継届出書 手続き編4.5 施行細則第7条 様式第7

※1 ：「埼玉県土木工事実務要覧（平成26年4月）埼玉県県土整備部」を参照

手続き編4.3

手続き編4.9

都市計画法に規定された開発行為に該当するか

開発区域の一部又は全部が特別警戒区域に入っているか

予定建築物の位置が特別警戒区域に入っているか

予定建築物の用途が制限用途か、また用途が確定していない

予定建築物があるか

手続き編4.3
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 ②急傾斜対策 

チェック項目 確認 掲載箇所 備考

１ 対策工事の計画

(1) 特定予定建築物の敷地に土石等が到達しない計画となっているか

(ｱ) 対策工事の実施範囲

対策工事の実施範囲が適正に計画されているか 急傾編2.2

(ｲ) 急傾斜地の崩壊を防止するための施設の設置に関して

地形、地質、土質ならびに周辺の状況に応じて適切な土留又はのり

面保護施設を選定しているか
急傾編2.1，2.4

(ｳ) 急傾斜地の崩壊が発生した場合に生じた土石等を堆積するための施設の設置に関して

当該施設の高さが土石等の堆積の高さ以上となっているか

土石等の堆積の高さは、対策施設の最も急傾斜地側となる位置で算

定しているか

(ｴ) 設計外力の確認

土石等の移動や堆積の力の算定に用いる土質定数は適正か 急傾編3.1

対策施設の位置を考慮して適正な設計外力が算定されているか 急傾編3.2

(2) 開発区域およびその周辺の地域において土砂災害の発生のおそれを大きくしていないか

対策工事の機能を妨げていないか 急傾編2.3

対策工事等による特別警戒区域の範囲について確認したか 急傾編8

２ 対策工事以外の特定開発行為に関する工事の計画

対策工事の計画と相まって、開発区域及びその周辺の地域において

土砂災害の発生のおそれを大きくしていないか

対策工事の機能を妨げていないか

３ 対策工事等の形状又は施設の構造

ア のり切

急傾斜の崩壊を助長し、又は誘発することのないように地形、地質

等の状況を考慮して計画されているか
急傾編4

イ 土留

のり面の崩壊を防止し、土圧、水圧及び自重によって損壊、転倒、

滑動又は沈下せず、かつその裏面の排水に必要な水抜き穴を有する

構造となっているか
急傾編5.1

ウ のり面保護施設

石張り、芝張り、モルタルの吹付等によりのり面を風化その他の侵

食に対して保護する構造となっているか
急傾編5.2

エ 排水工

急傾斜地の崩壊の原因となる地表水及び地下水を急傾斜地から速や

かに排除することができる構造となっているか
急傾編5.3

オ 土石等を堆積するための施設

土圧、水圧、自重及び土石等の移動又は堆積により、当該施設に作

用する力によって損壊、転倒、滑動又は沈下をしない構造となって

いるか
急傾編6

カ 高さが２ｍを超える擁壁

建築基準法施行令の第142条に定められた基準を満足しているか 急傾編5.1

キ 対策施設の維持・管理

対策施設の点検、補修等維持管理のため管理保安施設が適切に計画

されているか
急傾編7

急傾編2.3

急傾編3.2
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 ③土石流対策 

チェック項目 確認 掲載箇所 備考

１ 対策工事の計画

(1) 特定予定建築物の敷地に土石等が到達しない計画となっているか

(ｱ) 対策施設計画

土石流の発生のおそれのある渓流ごとに対策施設計画が立案されて

いるか

予定建築物の敷地において、土石流により流下する土石等の量が適

正に算定されているか

新たな対策施設の効果量が適正に評価されているか

対策施設の設置位置が適正か

流域の土砂処理計画は適正になされているか

(ｲ) 設定外力の確認

土石流の力や高さの算定に用いる土質定数は適正か 土石流編3.1

土石流量が適正に算定されているか 土石流編2.3

(2) 開発区域およびその周辺の地域において土砂災害の発生のおそれを大きくしていないか

対策工事の機能を妨げていないか 土石流編2.2

対策工事等による特別警戒区域の範囲について確認したか 土石流編9

２ 対策工事等の設計

対策工事の計画と相まって、開発区域及びその周辺の地域において

土砂災害の発生のおそれを大きくしていないか

対策工事の機能を妨げていないか

３ 対策工事等の形状又は施設の構造

ア 山腹工

山腹の表層の風化その他の侵食を防止すること等により、当該山腹

の安定性を向上する機能を有する構造となっているか
土石流編4

イ えん堤

土石流により流下する土石等を堆積することにより渓床を安定する

機能を有し、かつ、土圧、水圧、自重及び土石流により当該えん堤

に作用する力によって損壊、転倒、滑動又は沈下しない構造となっ

ているか

土石流編5

ウ 床固

渓流の土石等の移動を防止することにより渓床を安定する機能を有

し、かつ、土圧、水圧、自重及び土石流により当該床固に作用する

力によって損壊、転倒、滑動又は沈下をしない構造となっているか
土石流編6

エ 土石流を開発区域外に導流するための施設

当該施設を設置する地点において流下する土石流を開発区域外に安

全に導流することができる構造となっているか
土石流編7

カ 高さが２ｍを超える擁壁

建築基準法施行令の第142条に定められた基準を満足しているか 土石流編3

キ 対策施設の維持・管理

対策施設の点検、補修等維持管理のため管理保安施設が適切に計画

されているか
土石流編8

土石流編2.2

土石流編2.3

 
 



巻末-30 

 ④事前相談 

チェック項目 確認 掲載箇所 備考

１　土砂災害防止法における特定開発行為の規制対象となるかの確認

手続き編3

手続き編1、2、

3.1

手続き編1,2,3

手続き編3.2

手続き編1

２　事前相談時の確認

手続き編1,2,3

手続き編4.2

① 特定開発行為事前相談書

② 事前相談時特定開発行為計画説明書

③ 申請書の添付図書

１） 特定開発行為予定位置図　（縮尺1/25,000～1/50,000）

２） 開発区域区域図　（縮尺1/2,500以上）

３） その他知事が必要と認める書類

（５） 特定開発行為の制限が適用除外か（非常災害の応急措置、仮設建築物の建築）

手続き編4.3

（１） 特定開発行為に該当するか

（２） 計画を変更して土砂災害特別警戒区域を除外可能か

（３） 開発行為により新たな土砂災害警戒区域が生じないか

（４） 他の法令における制限による開発手続きはあるか、及び許可が見込めるか

（５） 以下の申請書が揃っているか　（正副各１部）

（１） 開発行為の敷地の一部または全部が土砂災害特別警戒区域に指定されているか

（２） 都市計画法第4条第12号の開発行為に該当するか（建築物の建築又は特定工作物の建設

の用に供する目的で行なう土地の区画形質の変更）

（３） 開発行為の内容は都市計画法第29条の開発行為の許可が必要か

（４） 予定建築物の用途が土砂災害防止法第10条の制限用途か

 
 


